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１
　
は
じ
め
に

昨
年
一
二
月
の
安
倍
政
権
発
足
後
、
金
融
・
証
券
市
場
を
取
り
巻
く
状
況
は
大
き
く
変
化
し
た
。
外
国
為
替
市
場
に
お
い
て
は
大

幅
な
円
安
が
発
生
、
証
券
市
場
で
は
株
価
が
上
昇
す
る
一
方
、
長
期
金
利
は
大
幅
な
低
下
や
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
の
拡
大
を
経
験
し
た
。

同
時
に
こ
れ
ら
状
況
を
も
た
ら
し
た
安
部
政
権
の
経
済
政
策
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
の
有
効
性
を
巡
り
、
活
発
に
議
論
が
展
開
さ
れ
て

い
る
。

本
稿
で
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
導
入
前
後
の
変
化
に
注
目
し
つ
つ
、
証
券
市
場
に
お
け
る
機
関
投
資
家
の
行
動
分
析
を
行
う
。
具
体

的
に
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
金
融
商
品
市
場
（
国
債
、
株
式
、
上
場
不
動
産
投
資
信
託
（
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
））
に
お
け
る
機
関

投
資
家
の
取
引
動
向
に
つ
い
て
ス
ケ
ッ
チ
を
行
う
。

２
　
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と
金
融
市
場

（
１
）
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と
は

安
倍
政
権
は
二
〇
一
二
年
一
二
月
二
六
日
に
誕
生
し
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と
呼
ば
れ
る
経
済
政
策
が
発
表
、
順
次
実
施
さ
れ
て
現
在

に
至
っ
て
い
る
。
こ
の
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
（
通
称
、
三
本
の
矢
）
は
、
以
下
の
内
容
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
一
つ
目
が
「
第
一
の
矢：

大
胆
な
金
融
政
策
」
で
あ
り
、
企
業
や
家
計
に
定
着
し
た
デ
フ
レ
マ
イ
ン
ド
を
払
拭
す
る
こ
と
を

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と
機
関
投
資
家
行
動

志
馬
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目
的
と
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
、
二
％
の
物
価
安
定
の
目
標
を
二
年
程
度
の
期
間
を
念
頭
に
置
き
可
能
な
限
り
早
期
に
実
現
す
る

こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

次
い
で
「
第
二
の
矢：

機
動
的
な
財
政
政
策
」
と
は
、
デ
フ
レ
脱
却
を
よ
り
ス
ム
ー
ズ
に
実
現
す
る
た
め
、
有
効
需
要
を
創
出
し

よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
持
続
的
成
長
に
貢
献
す
る
分
野
に
重
点
を
置
き
、
成
長
戦
略
へ
橋
渡
し
す
る
た
め
に
財
政
政
策
を
活
用

す
る
も
の
で
あ
る
。

そ
し
て
最
後
の
「
第
三
の
矢：

民
間
投
資
を
喚
起
す
る
成
長
戦
略
」
と
は
、
民
間
需
要
を
持
続
的
に
生
み
出
し
、
経
済
を
力
強
い

成
長
軌
道
に
乗
せ
る
た
め
に
、
投
資
に
よ
っ
て
生
産
性
を
高
め
、
雇
用
や
報
酬
と
い
う
果
実
を
広
く
国
民
生
活
に
浸
透
さ
せ
る
こ
と

を
目
指
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
政
策
中
、
金
融
市
場
に
イ
ン
パ
ク
ト
を
も
た
ら
し
た
も
の
が
一
番
目
の
金
融
政
策
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
ま
ず
二
〇
一
三
年
一
月
二
二
日
に
、
政
府
と
日
本
銀
行
が
共
同
で
声
明
を
発
表
し
、
金
融
政
策
の
レ
ジ
ー
ム
・
チ

ェ
ン
ジ
と
し
て
、
日
本
銀
行
が
二
％
の
物
価
安
定
目
標
を
導
入
し
、
で
き
る
だ
け
早
期
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
を
明
確
に
コ
ミ
ッ
ト

し
た
。

そ
の
後
、
四
月
四
日
に
日
本
銀
行
の
黒
田
新
総
裁
は
、
声
明
を
実
現
す
る
た
め
の
「
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」
の
導
入
を
発
表
し

た
。
こ
れ
は
二
％
の
物
価
安
定
目
標
実
現
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
と
は
次
元
の
違
う
新
た
な
金
融
緩
和
の
枠
組
み
を
導
入
す
る
も
の
で

あ
り
、「
物
価
安
定
の
目
標
は
二
％
」
と
し
、
そ
の
「
達
成
期
間
は
「
二
年
」
を
念
頭
に
で
き
る
だ
け
早
期
」
と
す
る
、
マ
ネ
タ
リ

ー
ベ
ー
ス
を
二
年
間
で
「
二
倍
」
に
増
加
さ
せ
る
、
日
銀
の
保
有
す
る
国
債
保
有
額
及
び
そ
の
平
均
残
存
期
間
を
二
年
間
で
「
二
倍

以
上
」
に
拡
大
す
る
、
と
い
っ
た
項
目
が
具
体
的
政
策
と
し
て
発
表
さ
れ
た
。
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（
２
）
金
融
市
場
の
動
向

図
表
１
は
二
〇
一
二
年
一
月
か
ら
二
〇
一
三
年
六
月
ま
で
の
「
金
利

水
準
・
外
国
為
替
レ
ー
ト
」
の
推
移
、
図
表
２
は
同
じ
く
「
Ｔ
Ｏ
Ｐ
Ｉ

Ｘ
（
東
証
株
価
指
数
）・
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
指
数
」
の
推
移
を
示
し
て
い
る
。
な

お
、
図
中
の
二
本
の
縦
線
は
「
安
部
政
権
発
足
時
（
二
〇
一
二
年
一
二

月
）」
及
び
「
日
本
銀
行
の
新
政
策
発
表
時
（
二
〇
一
三
年
四
月
）」
を

示
し
て
い
る
（
以
下
の
図
表
に
つ
い
て
同
じ
）。

①
為
替
市
場

円
の
対
ド
ル
レ
ー
ト
は
、
二
〇
一
二
年
に
入
り
年
初
か
ら
七
六
〜
八

四
円
の
間
で
推
移
し
て
い
る
。
衆
議
院
解
散
（
一
一
月
一
六
日
）
前
後

か
ら
円
安
傾
向
を
示
し
、
安
倍
政
権
発
足
時
（
一
二
月
二
六
日
）
の
為

替
レ
ー
ト
は
、
一
ド
ル
＝
八
五
・
六
二
円
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
為
替
レ

ー
ト
は
円
安
ド
ル
高
傾
向
と
な
り
、
日
銀
新
政
策
発
表
時
の
前
日
（
四

月
三
日
）
に
は
九
三
・
〇
四
円
と
な
っ
た
。
翌
、
新
政
策
発
表
日
（
四

月
四
日
）
は
九
六
・
三
三
円
と
な
り
五
月
二
二
日
に
は
一
〇
三
・
一
五

円
を
付
け
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
激
し
く
乱
高
下
し
、
六
月
二
八
日
に

は
九
九
・
〇
三
円
と
な
っ
て
い
る
。
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図表１　金利水準・外為レート
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②
金
利
（
一
〇
年
物
国
債
金
利
）

金
利
（
一
〇
年
物
国
債
金
利
）
は
、
二
〇
一
二
年
に
入
り
年
初
か
ら

一
％
前
後
か
ら
〇
・
七
％
前
後
ま
で
下
落
。
安
倍
政
権
発
足
時
に
は

〇
・
七
九
％
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
後
変
動
し
な
が
ら
下
落
を
続
け
、
日

銀
新
政
策
発
表
時
に
は
〇
・
四
四
二
％
を
記
録
し
た
。
そ
の
後
、
五
月

に
入
る
と
金
利
は
急
上
昇
し
、
大
幅
な
変
動
を
伴
い
な
が
ら
、
五
月
末

に
は
〇
・
九
三
％
ま
で
上
昇
。
そ
の
後
は
変
動
し
つ
つ
も
〇
・
八
％
台

後
半
で
推
移
し
て
い
る
。

③
株
式

東
証
株
価
指
数
（
Ｔ
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｘ
）
は
二
〇
一
二
年
当
初
よ
り
七
〇
〇

〜
八
〇
〇
ポ
イ
ン
ト
前
後
で
推
移
し
て
い
た
が
、
一
一
月
半
ば
よ
り
上

昇
を
開
始
し
、
安
部
政
権
発
足
時
に
は
、
約
八
六
〇
ポ
イ
ン
ト
を
つ
け

た
。
四
月
四
日
に
は
一
〇
三
七
ポ
イ
ン
ト
と
な
り
、
同
四
月
一
九
日
に

一
六
二
九
ポ
イ
ン
ト
を
付
け
た
の
ち
下
落
傾
向
を
示
し
、
五
月
二
二
日

に
一
二
七
六
ポ
イ
ン
ト
を
付
け
た
後
に
下
落
、
そ
の
変
動
幅
も
拡
大
し

て
い
る
。
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図表２　TOPIX（東証株価指数）・REIT指数水準
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④
不
動
産
投
資
信
託
（
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
）

東
京
証
券
取
引
所
の
発
表
す
る
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
指
数
は
二
〇
一
二
年
当
初
よ
り
八
〇
〇
〜
一
〇
〇
〇
ポ
イ
ン
ト
前
後
で
推
移
。
一
一
月

半
ば
よ
り
上
昇
を
は
じ
め
、
安
部
政
権
発
足
時
に
は
、
約
一
一
一
五
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
た
。
そ
し
て
三
月
二
七
日
に
最
高
値
の
一
七

〇
〇
ポ
イ
ン
ト
を
付
け
た
後
に
変
動
幅
が
拡
大
、
四
月
四
日
に
は
一
五
七
九
ポ
イ
ン
ト
と
な
り
、
そ
の
後
下
落
傾
向
が
続
い
て
い

る
。３

　
ス
ケ
ッ
チ
の
方
法

（
１
）
対
象
と
な
る
金
融
商
品
の
性
格
（
リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン
）

以
下
の
分
析
に
お
い
て
、
対
象
と
な
る
金
融
商
品
は
、
国
債
（
中
期
・
長
期
・
超
長
期
）、
株
式
（
東
証
一
部
市
場
銘
柄
）、
上
場

不
動
産
投
資
信
託
（
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
）
で
あ
る
。

こ
れ
ら
金
融
商
品
の
リ
ス
ク
の
大
き
さ
を
決
定
す
る
要
因
と
し
て
は
、「
収
益
の
安
定
性
」
や
、「
収
益
の
確
実
性
（
債
券
の
場
合
、

満
期
ま
で
の
）
価
格
変
動
の
大
き
さ
、（
満
期
時
に
お
け
る
）
元
本
保
証
の
有
無
」
等
が
考
え
ら
れ
る
。
こ
れ
に
基
づ
い
て
対
象
商

品
（
除
く
国
債
（
短
期
））
の
リ
ス
ク
を
示
す
と
、
お
お
よ
そ
「
国
債
（
短
期
）
国
債
（
中
期
）
国
債
（
長
期
）
（
超
長
期
）
Ｒ

Ｅ
Ｉ
Ｔ

株
式
」
と
な
る
。
ま
た
リ
タ
ー
ン
の
程
度
に
基
づ
き
分
類
し
た
場
合
で
も
同
様
と
な
る
。

例
え
ば
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
の
リ
ス
ク
・
リ
タ
ー
ン
を
国
債
や
株
式
と
比
較
し
た
場
合
に
は
、
国
債
の
利
回
り
と
比
較
し
て
も
約
二
〜

三
％
高
い
利
回
り
を
得
る
こ
と
が
で
き
、
ま
た
そ
れ
ら
金
融
資
産
と
の
相
関
性
も
低
い
こ
と
か
ら
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
は
ミ
ド
ル
リ
ス
ク
・

ミ
ド
ル
リ
タ
ー
ン
の
投
資
商
品
と
さ
れ
る
（
逆
に
言
え
ば
、
株
式
投
資
の
よ
う
な
激
し
い
値
動
き
は
な
く
、
大
き
な
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ

イ
ン
を
狙
う
投
資
商
品
で
は
な
い
）。
（
１
）
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（
２
）
金
融
商
品
の
デ
ー
タ

（
１
）
で
述
べ
た
金
融
商
品
市
場
に
お
い
て
、
行
動
を
分
析
す
る
機
関
投
資
家
は
銀
行
（
都
銀
、
地
銀
、
第
二
地
銀
）、
生
損
保

（
生
命
保
険
、
損
害
保
険
）、
そ
し
て
外
国
人
投
資
家
の
各
部
門
と
す
る
。
た
だ
し
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
・
株
式
市
場
に
お
け
る
銀
行
部
門
に

つ
い
て
、
都
銀
、
地
銀
、
第
二
地
銀
と
い
っ
た
詳
細
な
内
訳
分
類
は
な
い
。

①
国
債

分
析
デ
ー
タ
は
日
本
証
券
業
協
会
の
発
表
す
る
国
債
投
資
家
別
売
買
高
で
あ
る
。

当
該
デ
ー
タ
中
、
都
市
銀
行
と
は
み
ず
ほ
銀
行
、
み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
銀
行
、
三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
、
三
井
住
友
銀
行
、
り

そ
な
銀
行
、
埼
玉
り
そ
な
銀
行
の
ほ
か
、
新
生
銀
行
、
あ
お
ぞ
ら
銀
行
を
含
む
。

地
方
銀
行
と
は
社
団
法
人
全
国
地
方
銀
行
協
会
に
加
盟
す
る
銀
行
、
第
二
地
銀
と
は
社
団
法
人
第
二
地
方
銀
行
協
会
に
加
盟
す
る

銀
行
を
指
す
。

生
損
保
（
生
保
・
損
保
）
と
は
、
生
命
保
険
業
又
は
外
国
生
命
保
険
業
の
免
許
を
付
与
さ
れ
た
生
命
保
険
会
社
及
び
損
害
保
険
業

又
は
外
国
損
害
保
険
業
の
免
許
を
付
与
さ
れ
た
損
害
保
険
会
社
で
あ
る
。

外
国
人
と
は
、
外
国
政
府
、
外
国
政
府
機
関
、
外
国
銀
行
、
外
国
そ
の
他
の
金
融
機
関
、
国
際
金
融
機
関
、
外
国
年
金
基
金
、
外

国
法
人
、
外
国
個
人
、
現
地
法
人
等
す
べ
て
の
非
居
住
者
で
あ
る
。

デ
ー
タ
は
証
券
業
協
会
員
か
ら
の
当
月
中
に
取
り
扱
っ
た
公
社
債
の
一
般
売
買
分
（
現
先
（
条
件
付
売
買
）
を
除
き
、
国
債
の
発

行
日
前
取
引
を
含
む
）
に
つ
い
て
の
報
告
に
基
づ
き
集
計
さ
れ
て
い
る
。

売
買
高
は
約
定
ベ
ー
ス
に
よ
り
集
計
さ
れ
て
い
る
が
、
引
受
高
・
売
出
高
及
び
募
集
・
売
出
し
の
取
扱
高
（
国
債
の
新
型
窓
口
販

（53）



売
方
式
を
含
む
）
は
、
集
計
対
象
外
で
あ
る
。
ま
た
、
各
月
の
売
買
状
況
に
つ
い
て
は
、
対
象
投
資
部
門
に
お
け
る
「
総
売
却
額
」

と
「
総
購
入
額
」
の
差
額
（
ネ
ッ
ト
の
売
却
（
購
入
）
額
）
と
し
て
計
算
さ
れ
て
い
る
。

②
株
式

デ
ー
タ
は
東
京
証
券
取
引
所
の
発
表
す
る
「
投
資
部
門
別
売
買
状
況
」
で
あ
り
、
対
象
銘
柄
は
東
証
第
一
部
銘
柄
で
あ
る
。
な
お
、

調
査
対
象
は
「
資
本
の
額
が
三
〇
億
円
以
上
」
の
東
証
総
合
取
引
参
加
者
で
あ
り
、
資
本
金
の
額
が
そ
れ
を
下
回
る
取
引
参
加
者
の

取
り
扱
い
分
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

対
象
取
引
は
売
買
立
会
に
よ
る
売
買
、T

oST
N

eT

取
引
、
過
誤
訂
正
の
た
め
の
売
買
、
立
会
外
分
売
の
合
計
で
あ
る
。

投
資
部
門
の
定
義
と
し
て
、
銀
行
（
都
銀
・
地
銀
等
）
は
銀
行
法
に
よ
り
免
許
を
受
け
た
国
内
普
通
銀
行
を
指
し
、
生
損
保
は
保

険
業
法
に
規
定
す
る
生
命
保
険
会
社
及
び
損
害
保
険
会
社
で
あ
る
。

外
国
人
部
門
に
は
外
為
法
（「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
」）
第
六
条
第
一
項
第
六
号
に
規
定
す
る
「
非
居
住
者
」
及
び
東
証
非

取
引
参
加
者
で
あ
る
外
国
証
券
会
社
の
在
日
支
店
が
含
ま
れ
る
。

各
月
の
売
買
状
況
に
つ
い
て
は
、
対
象
投
資
部
門
に
お
け
る
「
総
売
却
額
」
と
「
総
購
入
額
」
の
差
額
（
ネ
ッ
ト
の
売
却
（
購
入
）

額
）
と
し
て
計
算
さ
れ
て
い
る
。

③
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ

デ
ー
タ
は
東
京
証
券
取
引
所
「
投
資
部
門
別
売
買
状
況
（
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
）」（
月
次
）
で
あ
り
、
対
象
銘
柄
は
全
東
証
上
場
銘
柄
で
あ

る
。
調
査
対
象
、
対
象
取
引
、
投
資
部
門
、
売
買
状
況
に
つ
い
て
は
前
項
（
②
株
式
）
に
同
じ
で
あ
る
。
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４
　
機
関
投
資
家
の
行
動
ス
ケ
ッ
チ

（
１
）
国
債
市
場

①
国
債
の
残
高
及
び
保
有
者
別
状
況

図
表
３
は
国
債
の
保
有
者
別
残
高
状
況
を
示
し
て
い
る
。

国
債
の
発
行
残
高
中
、
償
還
ま
で
の
残
存
期
間
が
一
年
未
満
の
短
期
債
は
約
二

二
％
、
期
間
の
長
い
長
期
債
（
中
期
・
長
期
・
超
長
期
国
債
の
合
計
）
は
七
八
％
で

あ
る
。
相
対
的
に
価
格
変
動
リ
ス
ク
が
大
き
い
長
期
債
に
つ
い
て
、
銀
行
や
生
損
保

等
の
金
融
機
関
の
保
有
比
率
は
約
八
二
％
と
突
出
し
て
高
い
。

ま
た
、
外
国
人
投
資
家
に
つ
い
て
は
、
短
期
債
の
保
有
比
率
が
二
八
％
で
あ
る
の

に
対
し
、
長
期
債
は
約
四
％
と
低
く
、
相
対
的
に
低
リ
ス
ク
な
債
券
へ
の
投
資
比
率

が
高
い
。

②
国
債
全
体
の
取
引
状
況

図
表
４
―
１
及
び
４
―
２
は
共
に
国
債
全
銘
柄
（
＝
短
期
国
債
含
む
）
を
対
象
と

す
る
、
機
関
投
資
家
別
の
取
引
状
況
で
あ
る
。
期
間
は
二
〇
〇
九
年
一
月
以
降
二
〇

一
三
年
五
月
ま
で
で
あ
る
。
た
だ
し
図
表
４
―
１
に
は
外
国
人
投
資
家
部
門
が
含
ま

れ
、
図
表
４
―
２
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

図
表
４
―
１
に
お
い
て
外
国
人
投
資
家
は
継
続
的
に
買
い
越
し
て
お
り
、
そ
の
量
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＊短期：国庫短期証券　長期：国際・財融債
＊2012年末現在（出所：日銀資金循環統計（2012年第４四半期速報））
＊上記データには財政融資資金が含まれる

合計

保有者別残高

491,450
1,754,649

28.0 
100.0 

合計

海外 840,030
9,604,281

比率（％）
1,035,024

うち長期 比率（％）
81.8

348,580 4.4
7,849,632 100.0

図表３　国債保有者別残高状況
（単位：億円）

非金融法人企業 96,868 96,727 1.2 141 0.0 
中央政府 230,689 2,657 0.0 228,032 13.0 
地方公共団体 7,239 7,239 0.1 0 0.0 
社会保障基金 692,116 692,114 8.8 2 0.0 
家計 244,656 244,656 3.1 0 0.0 
対家計民間非営利団体 33,113 33,113 0.4 0 0.0 

うち短期
金融機関 7,459,570 6,424,546 59.0 
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図表４－１　国債全銘柄を対象とする機関投資家別取引状（含外国人）
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図表４－２　国債全銘柄を対象とする機関投資家別取引状況（除外国人）
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は
他
部
門
を
大
き
く
凌
駕
し
て
い
る
。
図
表
４
―
２
に
お
い
て
は
、
外
国
人
投
資
家
以
外
の
機
関
投
資
家
（
都
銀
、
地
銀
、
第
二
地

銀
、
生
損
保
）
の
行
動
が
詳
し
く
示
さ
れ
て
い
る
。
都
銀
は
、
二
〇
一
〇
年
七
月
ま
で
は
買
い
越
し
、
そ
の
後
は
売
り
越
し
状
態
が

続
き
、
現
在
に
至
る
（
い
わ
ゆ
る
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
降
、
保
有
残
高
が
大
幅
に
変
動
し
て
い
る
点
が
注
目
さ
れ
る
）。
生
損
保
、
地

銀
、
第
二
地
銀
に
つ
い
て
は
、
継
続
し
て
買
い
越
し
状
態
が
続
く
。

な
お
、
こ
れ
ら
取
引
デ
ー
タ
中
、
満
期
償
還
分
は
売
却
デ
ー
タ
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
な
い
。
従
っ
て
、
各
部
門
の
取
引
残
高
と

実
際
の
保
有
残
高
は
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
。
こ
れ
ら
デ
ー
タ
は
あ
く
ま
で
市
場
に
お
け
る
各
部
門
の
取
引
行
動
の
み
を
示
し
て
い

る
。図

表
５
―
１
及
び
５
―
２
は
そ
れ
ぞ
れ
、
都
市
銀
行
及
び
地
銀
・
第
二
地
銀
の
国
債
保
有
残
高
推
移
を
示
し
て
い
る
（
日
銀
統
計

情
報
よ
り
作
成
）。

都
銀
の
国
債
保
有
残
高
（
含
短
期
国
債
）
は
二
〇
一
二
年
三
月
を
ピ
ー
ク
に
、
減
少
傾
向
が
続
い
て
い
る
。
二
〇
一
二
年
一
二
月

の
安
倍
新
政
権
成
立
後
、
そ
の
保
有
残
高
は
一
旦
増
加
す
る
も
の
の
、
二
〇
一
三
年
三
月
以
降
再
び
減
少
し
て
い
る
。
一
方
、
地
銀

及
び
第
二
地
銀
は
共
に
、
変
動
を
伴
い
つ
つ
も
国
債
の
保
有
残
高
は
拡
大
し
続
け
て
お
り
、
都
銀
と
対
照
的
で
あ
る
。

③
償
還
期
限
の
異
な
る
国
債
市
場
に
お
け
る
機
関
投
資
家
行
動

本
節
で
は
、
異
な
る
償
還
期
間
の
国
債
取
引
市
場
に
お
け
る
各
機
関
投
資
家
部
門
の
取
引
行
動
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

こ
れ
ら
デ
ー
タ
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
二
〇
〇
九
年
一
月
か
ら
二
〇
一
三
年
六
月
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
、
各
機
関
投
資

家
部
門
が
行
っ
た
取
引
中
、
各
月
の
総
購
入
取
引
と
総
売
却
取
引
の
差
額
、
す
な
わ
ち
ネ
ッ
ト
の
売
り
越
し
（
あ
る
い
は
買
い
越
し
）

額
を
累
計
し
て
い
る
。
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図表５－１　都市銀行　国債保有残高推移
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図表５－２　地銀・第二地銀　国債保有残高推移
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図表６　中期利付国債における取引行動

図表７　長期利付国債における取引行動
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図表８　超長期国債における取引行動
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図表９　都銀の取引行動
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図表10 地銀の取引行動
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図表11 第二地銀の取引行動
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図表12 生損保の取引行動
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図表13 外国人の取引行動
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従
っ
て
、
対
象
商
品
の
取
引
に
つ
い
て
、
二
〇
〇
九
年
一
月
を
ス
タ
ー
ト
（
値
は
ゼ
ロ
）
と
し
て
、
常
に
買
い
越
し
が
続
い
て
い

る
部
門
は
、
正
の
方
向
に
取
引
金
額
が
累
積
し
、
逆
に
売
り
越
し
が
続
い
て
い
る
部
門
に
つ
い
て
は
、（
そ
れ
ま
で
の
保
有
残
高
を

売
却
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
か
ら
）
負
の
方
向
に
取
引
金
額
が
累
積
し
て
い
る
場
合
も
あ
り
え
る
。

当
該
状
態
を
、
対
象
商
品
別
に
示
し
た
も
の
が
、
図
表
６
〜
図
表
８
で
あ
り
、
当
該
取
引
状
況
を
期
間
投
資
家
毎
に
再
構
成
し
た

も
の
が
図
表
９
〜
図
表
13
で
あ
る
。

図
表
６
〜
図
表
８
は
そ
れ
ぞ
れ
、「
中
期
利
付
国
債
」「
長
期
利
付
国
債
」「
超
長
期
国
債
」
に
お
け
る
機
関
投
資
家
行
動
を
示
し
て

い
る
。
ま
た
図
表
９
〜
図
表
13
は
そ
れ
ぞ
れ
「
都
銀
」「
地
銀
」「
第
二
地
銀
」「
生
損
保
」「
外
国
人
」
の
取
引
行
動
を
示
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
取
引
行
動
を
投
資
部
門
別
に
説
明
・
描
写
し
た
も
の
が
以
下
で
あ
る
。
な
お
、
各
投
資
家
の
行
動
を
説
明
す
る
際
に
は
、

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
導
入
以
前
（
二
〇
一
二
年
一
二
月
以
前
）
と
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
導
入
以
後
（
二
〇
一
二
年
一
二
月
以
降
）
の
違
い
を

意
識
し
、
更
に
日
銀
の
新
政
策
発
表
後
（
二
〇
一
三
年
四
月
以
降
）
に
つ
い
て
も
注
目
す
る
。

〈
都
市
銀
行
〉

都
市
銀
行
は
、
中
期
・
長
期
・
超
長
期
の
国
債
取
引
に
つ
い
て
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
（
二
〇
一
二
年
一
二
月
）
以
前
の
各
々
の
取
引

状
況
は
異
な
っ
て
い
る
。
中
期
国
債
に
つ
い
て
は
一
貫
し
て
買
い
越
し
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
二
年
以
降
横
ば
い
と
な
り
、
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
後
は
大
幅
な
売
り
越
し
と
な
っ
て
い
る
。
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
は
一
貫
し
て
売
り
越
し
で
あ
っ
た

が
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
後
は
買
い
越
し
か
ら
横
ば
い
に
変
化
し
て
い
る
。
そ
し
て
超
長
期
国
債
に
つ
い
て
も
、（
長
期
国
債
と
同
様
に
）

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前
は
売
り
越
し
て
お
り
、
そ
の
傾
向
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
後
も
変
化
し
て
い
な
い
。
こ
の
よ
う
に
都
銀
の
行
動
は
中
期

国
債
と
長
期
国
債
で
対
照
的
に
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
中
期
・
長
期
・
超
長
期
国
債
全
体
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
合
計
す
る
と
大
幅
な
売

り
越
し
と
な
っ
て
い
る
。
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〈
地
銀
〉

地
方
銀
行
は
、
中
期
国
債
に
つ
い
て
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
は
一
貫
し
て
買
い
越
し
て
お
り
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
も
買
い
を
継
続

し
て
い
る
。
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
は
買
い
越
し
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
も
買
い
越
し
を
継
続
し
て
い
る
が
、

四
月
以
降
売
り
越
し
て
い
る
。
超
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
二
〇
一
一
年
末
ま
で
買
い
越
し
、
そ
の
後
売
り
越
し
て
お
り
、
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス
以
後
も
売
り
越
し
が
続
い
て
い
る
。
な
お
、
中
期
・
長
期
・
超
長
期
国
債
全
体
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
合
計
す
る
と
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク

ス
以
後
、
買
い
越
し
と
な
っ
て
い
る
。

〈
第
二
地
銀
〉

第
二
地
銀
は
、
中
期
国
債
に
つ
い
て
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前
後
を
通
じ
て
、（
変
動
を
伴
い
つ
つ
）
買
い
越
し
が
継
続
し
て
い
る
。
長

期
国
債
に
つ
い
て
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
に
は
買
い
越
し
で
あ
っ
た
が
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
は
売
り
越
し
て
い
る
。
超
長
期
国

債
に
つ
い
て
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
に
は
一
貫
し
て
買
い
越
し
て
い
た
も
の
が
、
二
〇
一
二
年
九
月
以
降
売
り
越
し
に
転
じ
、
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
も
（
変
動
し
つ
つ
）
売
り
越
し
が
続
い
て
い
る
。
な
お
、
中
期
・
長
期
・
超
長
期
国
債
全
体
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
合

計
す
る
と
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
、
買
い
越
し
と
な
っ
て
い
る
。

〈
生
損
保
〉

生
損
保
は
、
中
期
国
債
に
つ
い
て
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
は
一
貫
し
て
買
い
越
し
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
も
（
変
動
し
つ
つ
）
買
い

越
し
て
い
る
。
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
一
年
七
月
頃
ま
で
売
り
越
し
て
い
た
も
の
が
買
い
越
し
に
転
じ
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

以
後
も
（
振
れ
を
伴
い
つ
つ
）
買
い
越
し
て
い
る
（
た
だ
し
微
増
）。
超
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前
後
を
問
わ
ず
、

一
貫
し
て
大
量
に
買
い
越
し
て
い
る
。
な
お
、
中
期
・
長
期
・
超
長
期
国
債
全
体
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
合
計
す
る
と
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

前
後
を
問
わ
ず
継
続
し
て
大
幅
な
買
い
越
し
と
な
っ
て
い
る
。

（64）



〈
外
国
人
〉

外
国
人
部
門
は
中
期
国
債
に
つ
い
て
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前
後
を
問
わ
ず
、
一
貫
し
て
買
い
越
し
て
い
る
。
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
、

二
〇
一
一
年
ま
で
は
売
り
越
し
、
そ
の
後
買
い
越
し
を
継
続
し
て
い
た
が
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
は
大
幅
な
売
り
越
し
に
転
じ
て
い

る
。
超
長
期
国
債
に
つ
い
て
は
二
〇
一
〇
年
末
ま
で
は
売
り
越
し
て
お
り
、
そ
の
後
買
い
越
し
に
転
じ
て
い
る
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以

後
も
買
い
越
し
を
継
続
し
て
お
り
、
四
月
以
降
も
買
い
越
し
て
い
る
。
な
お
、
中
期
・
長
期
・
超
長
期
国
債
全
体
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を

合
計
す
る
と
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
後
は
横
ば
い
と
な
っ
て
い
る
。

④
株
式
市
場

本
節
で
は
、
株
式
市
場
に
お
け
る
各
機
関
投
資
家
部
門
の
取
引
行
動
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

こ
れ
ら
デ
ー
タ
は
、
前
述
の
国
債
市
場
と
同
じ
く
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
二
〇
〇
九
年
一
月
か
ら
二
〇
一
三
年
六
月
ま
で
の

期
間
に
つ
い
て
、
各
機
関
投
資
家
部
門
が
行
っ
た
取
引
中
、
各
月
の
総
購
入
取
引
と
総
売
却
取
引
の
差
額
、
す
な
わ
ち
ネ
ッ
ト
の
売

り
越
し
（
あ
る
い
は
買
い
越
し
）
額
を
累
計
し
て
い
る
。

従
っ
て
、
対
象
商
品
の
取
引
に
つ
い
て
、
二
〇
〇
九
年
一
月
を
ス
タ
ー
ト
（
値
は
ゼ
ロ
）
と
し
て
、
常
に
買
い
越
し
が
続
い
て
い

る
部
門
は
、
正
の
方
向
に
取
引
金
額
が
累
積
し
、
逆
に
売
り
越
し
が
続
い
て
い
る
部
門
に
つ
い
て
は
、（
そ
れ
ま
で
の
保
有
残
高
を

売
却
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
か
ら
）
負
の
方
向
に
取
引
金
額
が
累
積
し
て
い
る
場
合
も
あ
り
え
る
。

当
該
状
態
を
示
し
た
も
の
が
上
記
の
図
表
14
で
あ
る
。

銀
行
部
門
（
都
銀
・
地
銀
・
第
二
地
銀
合
計
）
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前
後
を
問
わ
ず
、
対
象
期
間
中
は
一
貫
し
て
売
り
越
し
が
続

い
て
い
る
。
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生
損
保
に
つ
い
て
も
、
銀
行
と
同
様
に
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前
後
を
問
わ

ず
、
対
象
期
間
中
は
一
貫
し
て
売
り
越
し
が
続
い
て
い
る
。

外
国
人
部
門
に
つ
い
て
は
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
（
二
〇
〇
九
年

七
月
に
大
幅
に
売
り
越
し
が
発
生
し
た
が
、
そ
の
後
は
一
貫
し
て
買
い
越

し
が
続
き
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
降
、
買
い
越
し
幅
が
大
き
く
拡
大
し
て
い

る
。

⑤
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
市
場

本
節
で
は
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
（
上
場
不
動
産
投
資
信
託
）
市
場
に
お
け
る
各
機

関
投
資
家
部
門
の
取
引
行
動
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

こ
れ
ら
デ
ー
タ
の
対
象
期
間
や
処
理
方
法
は
前
述
の
国
債
市
場
、
株
式

市
場
と
同
様
で
あ
る
。
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
市
場
に
お
け
る
各
部
門
の
投
資
行
動
を

示
し
た
も
の
が
上
記
の
図
表
15
で
あ
る
。

銀
行
部
門
（
都
銀
・
地
銀
・
第
二
地
銀
合
計
）
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
前

後
を
問
わ
ず
、
対
象
期
間
中
は
一
貫
し
て
買
い
越
し
が
続
い
て
い
る
。
（
２
）

生
損
保
に
つ
い
て
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
・
以
後
を
通
じ
て
売
り
越

し
・
買
い
越
し
双
方
の
行
動
が
み
ら
れ
て
お
り
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
指
数
の
水
準

と
関
係
が
あ
る
（
投
資
ス
タ
イ
ル
は
逆
張
り
？
）
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
。
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図表14 株式市場における取引行動
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外
国
人
部
門
に
つ
い
て
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
以
前
・
以
後
を
通
じ
て

売
り
越
し
・
買
い
越
し
双
方
の
行
動
が
み
ら
れ
て
お
り
、
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
指

数
の
水
準
と
関
係
が
あ
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
。
た
だ
し
同
部
門
に
つ

い
て
は
、
生
損
保
と
対
照
的
な
行
動
（
投
資
ス
タ
イ
ル
と
し
て
は
順
張

り
？
）
で
あ
る
。

５
　
終
わ
り
に

本
稿
で
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
導
入
以
前
・
以
後
の
動
向
に
注
目
し
つ

つ
、
銀
行
・
生
損
保
・
外
国
人
と
い
っ
た
各
機
関
投
資
家
の
、
国
債
・

Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
・
株
式
市
場
に
お
け
る
取
引
状
況
に
つ
い
て
分
析
を
行
っ
た
。

そ
の
結
果
、（
各
投
資
家
の
運
用
資
金
の
性
格
が
異
な
る
こ
と
か
ら
単
純

な
比
較
は
難
し
い
が
）
明
ら
か
に
な
っ
た
特
徴
を
以
下
記
載
す
る
。

ま
ず
、
都
市
銀
行
部
門
は
、
二
〇
一
二
年
一
二
月
の
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

導
入
以
後
、
国
債
の
保
有
高
を
大
幅
に
売
り
越
し
て
い
る
。
併
せ
て
償

還
期
限
の
異
な
る
中
期
・
長
期
・
超
長
期
の
各
国
債
に
つ
い
て
、
中
期

国
債
を
売
り
越
し
、
超
長
期
国
債
を
買
い
越
す
な
ど
、
保
有
国
債
の
ポ

ジ
シ
ョ
ン
調
整
を
進
め
て
い
る
。

ま
た
、
同
じ
「
銀
行
」
部
門
と
い
え
ど
も
、
都
銀
と
地
銀
・
第
二
地
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図表15 REIT市場における取引行動
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銀
で
は
、
国
債
に
対
す
る
投
資
姿
勢
が
大
き
く
異
な
る
。
地
銀
・
第
二
地
銀
は
積
極
的
に
国
債
を
買
い
越
す
一
方
で
、
中
期
国
債
に

つ
い
て
、
地
銀
は
二
〇
一
三
年
四
月
以
降
売
り
越
し
に
転
じ
て
い
る
が
、
第
二
地
銀
は
買
い
越
し
を
継
続
す
る
な
ど
対
照
的
な
行
動

も
み
ら
れ
る
。

そ
し
て
銀
行
部
門
が
複
雑
な
動
き
を
示
し
て
い
る
の
と
対
照
的
に
、
生
損
保
部
門
は
超
長
期
国
債
を
積
極
的
に
買
い
続
け
て
い
る

点
も
興
味
深
い
。

さ
ら
に
国
債
に
比
し
て
相
対
的
に
リ
ス
ク
の
高
い
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
や
株
式
市
場
に
お
い
て
、
各
部
門
の
取
引
姿
勢
は
大
き
く
異
な
る
。

銀
行
・
生
損
保
が
株
式
の
売
り
越
し
を
継
続
す
る
一
方
で
、
銀
行
部
門
は
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
に
つ
い
て
一
貫
し
て
買
い
越
し
を
続
け
て
い

る
。最

後
に
、
外
国
人
投
資
家
は
国
債
へ
の
投
資
が
横
ば
い
と
な
る
一
方
で
、
積
極
的
に
株
式
へ
の
買
い
越
し
を
継
続
し
て
お
り
、
投

資
リ
ス
ク
を
取
る
姿
勢
が
鮮
明
で
あ
る
。

た
だ
し
、
こ
れ
ら
各
機
関
投
資
家
部
門
に
つ
い
て
併
せ
て
言
え
る
こ
と
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
導
入
以
降
、
同
一
部
門
に
よ
る
、

売
り
越
し
・
買
い
越
し
が
数
か
月
間
交
錯
し
て
い
る
市
場
も
あ
り
、
政
策
へ
の
評
価
定
ま
っ
て
い
な
い
こ
と
も
推
測
さ
れ
る
。
つ
い

て
は
今
後
も
金
融
商
品
市
場
に
お
け
る
各
機
関
投
資
家
部
門
の
動
向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

注（
１
）

し
か
し
な
が
ら
、
外
国
人
投
資
家
の
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
に
お
け
る
シ
ェ
ア
が
拡
大
し
た
結
果
、
値
動
き
も
株
式
投
資
並
み
に
動
く
よ
う
に
な
る
こ

と
も
多
い
。
こ
れ
は
本
来
取
引
流
動
性
の
高
く
な
か
っ
た
市
場
に
大
量
の
買
付
、
売
却
が
発
生
し
た
結
果
と
し
て
価
格
変
動
率
が
上
昇
し

た
と
の
指
摘
が
あ
る
。
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（
２
）

銀
行
部
門
に
よ
る
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
投
資
状
況
を
把
握
す

る
た
め
に
、
二
〇
一
三
年
六
月
二
五
日
時
点
で
時

価
総
額
の
大
き
な
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
一
〇
銘
柄
に
つ
い
て

分
析
を
行
っ
た
。
図
表
16
は
直
近
の
有
価
証
券
報

告
書
に
基
づ
き
、
大
口
保
有
者
中
に
銀
行
の
占
め

る
状
況
を
示
し
て
い
る
。
同
結
果
か
ら
は
、（
多
く

の
銀
行
が
幅
広
く
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
に
投
資
し
て
い
る
の

で
は
な
く
）、
一
部
の
地
銀
が
活
発
に
投
資
を
行
っ

て
い
る
状
況
が
窺
え
る
。
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図表16 J-REIT時価総額上位10社（2013年６月25日時点）における銀行大口
保有状況

位

1.58％

投資法人名

10
森トラスト総合リート
投資法人

3,273 （株）北洋銀行［８位］

取得額（億円） 主な銀行保有者（上位10位） 同比率

１ 日本ビルファンド投資法人 10,665
（株）中国銀行［８位］
（株）池田泉州銀行［10位］

1.31％
1.21％

２
ジャパンリアルエステイト
投資法人

7,818 （株）中国銀行［９位］ 1.48％

３
日本リテールファンド
投資法人

7,201 ― ―

４
ユナイテッド・アーバン
投資法人

4,712
（株）北洋銀行［７位］
（株）中国銀行［８位］
（株）常陽銀行（10位）

1.32％
1.14％
1.07％

５
日本プライムリアルティ
投資法人

3,986 ― ―

６
アドバンス・レジデンス
投資法人

3,946 （株）池田泉州銀行［９位］ 1.14％

７ オリックス不動産投資法人 3,831 ― ―

８
野村不動産オフィスファンド
投資法人

3,721 （株）池田泉州銀行［８位］ 2.04％

９ 大和証券オフィス投資法人 3,321 ― ―


